
（様式Ⅱ-1）

都道府県名 山形県 市町村名 村山市 自治体コード 062081

（円）

国庫補助額
（Ｃ）

交付金充当
経費（Ｄ）

起債額
（Ｅ）

その他
（Ｆ）

1
農産物消費拡大事
業 11,953,892 11,953,892 0 11,953,892 0 0 0 R3.10.14 R4.3.31

2
地域で宿泊体験・
レビュー事業 40,982,835 40,982,835 0 19,634,000 0 21,348,835 0 R3.10.14 R4.5.31

3
避難所環境整備事
業 2,057,000 2,057,000 0 0 0 2,057,000 0 R3.10.14 R4.4.12

4
総合行政情報シス
テム運営費 2,128,500 2,128,500 0 24,350 0 2,104,150 0 R3.10.14 R3.12.14

5 地域防災対策事業 4,474,800 4,474,800 0 0 0 4,474,800 0 R3.10.14 R4.3.15

6
地方創生テレワー
ク推進交付金 47,219,688 47,219,688 32,414,765 14,804,923 0 0 0 R3.8.20 R4.3.31

7
公共的空間安全・
安心確保事業 1,017,280 1,017,280 0 0 0 1,017,280 0 R3.4.1 R4.3.8

8
村山市中小企業緊
急融資支援基金 0 0 0 0 0 0 0 R3.12.1 R4.3.31

9
子育て世帯への臨
時特別給付金

7,400,000 7,400,000 0 0 0 7,400,000 0 R3.4.1 R4.4.22

10
子育て世帯支援活
動事業 5,200,000 5,200,000 0 0 0 5,200,000 0 R3.12.14 R3.12.23

11
子育て世帯支援活
動事業 4,450,000 4,450,000 0 0 0 4,450,000 0 R3.12.15 R4.4.19

12
稲作経営緊急支援
事業費補助金 0 0 0 0 0 0 0 R4.3.4 R4.3.31

Ｎｏ 事業名
事業開始
年月日

事業完了
年月日

備考
総事業費

（Ａ）

補助対象事業費
（Ｂ）＝（Ｃ）＋（Ｄ）＋（Ｅ）＋（Ｆ） 補助対象

外経費
（Ａ）－（Ｂ）

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実績報告

交付決定額 既交付額 精算払請求額 不用額

133,408,000 133,408,000 0 0



13
稲作経営緊急支援
事業費補助金 34,007,727 34,007,727 0 34,007,727 0 0 0 R4.3.4 R4.4.18

14
燃油価格高騰支援
対策事業費補助金 0 0 0 0 0 0 0 R4.3.4 R4.3.31

15
燃油価格高騰支援
対策事業費補助金 2,385,953 2,385,953 0 0 0 2,385,953 0 R4.3.4 R4.5.12

16
地域で宿泊体験・
レビュー事業 41,321,504 41,321,504 0 16,596,000 0 24,725,504 0 R4.1.28 R4.8.4

17
地域少子化対策重
点推進交付金 840,000 840,000 560,000 0 0 280,000 0 R3.4.1 R4.3.22

18
学校保健特別対策
事業費補助金 9,344,107 9,344,107 4,672,000 0 0 4,672,107 0 R3.4.1 R4.5.31

19
保育対策総合支援
事業費補助金 5,104,000 5,104,000 2,500,000 0 0 2,604,000 0 R3.4.1 R4.1.14

20
子ども・子育て支
援交付金 5,797,279 5,797,279 1,932,000 0 0 3,865,279 0 R3.4.1 R4.3.31

21
農産物消費拡大事
業 16,000,000 16,000,000 0 16,000,000 0 0 0 R3.10.14 R4.4.22

22
飲食業等緊急支援
給付金

16,700,500 16,700,500 0 15,697,108 0 1,003,392 0 R4.3.4 R4.3.31

23
飲食業等緊急支援
給付金 4,690,000 4,690,000 0 4,690,000 0 0 0 R4.3.4 R4.4.19

263,075,065 263,075,065 42,078,765 133,408,000 0 87,588,300 0合計

注） １．新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画に計上している事業のうち、交付金充当事業について記載すること。

　　　２．交付金充当事業については、事業の実施を証する書類（契約書の写し等）及び事業の完了を証する書類（請求書、領収書の写し等）を各団体において保管すること。

　　　３．「Ｎｏ」の欄、「事業名」の欄は、それぞれ新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画から「Ｎｏ」の欄、「交付対象事業の名称」の欄を転記すること。

　　　４．「交付金充当経費」の合計欄の額は、「既交付額」の欄と「精算払請求額」の欄の合計と等しくなるようにすること。


